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本⽇の内容

はじめに…電⼦申告のメリットをおさらい
1. ベンダーの電⼦申告ソフトの機能例と料⾦等の⽐較
2. 連動しない会計ソフトと電⼦申告ソフトの対応⽅法等
3. 利⽤者識別番号と暗証番号の管理⽅法
4. 電⼦納税の概要
5. 電⼦⽂書を利⽤した管理との連動
6. 電⼦申告（⽂書）だから出来る顧問先へのサービスやメリット
7. 電⼦申告後に印刷する決算書の装飾

2



はじめに。
 電⼦申告のメリットを復習
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法定調書・給与⽀払報告等の⼀括提出によるスピードアップ
印刷・郵送・返信待ちなどの⼿間と時間削減
（給報・法定調書・0円源泉納付書等はとくに）

控えが瞬時に⼊⼿できるため、印刷・返送・請求までがスムーズ
マイナンバー制度による本⼈確認書類等の添付がいらない。 ★
給与⽀払報告書の控えデータが残る ★
添付書類の省略（所得税申告）★
「申告のお知らせ」により…⻘⽩区分・予定(中間)納税額・振替納税予定⽇・振替⾦融機関・消費税特例
（簡易・課税期間短縮・課税事業者選択）の有無、基準期間課税売上等がわかる。★
経費削減（郵送料・交通費・印刷費⽤・⼈件費）
電⼦⽂書化による業務効率の改善に向く



（参考）電⼦申告のメリット①
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（参考）電⼦申告のメリット③
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（参考）電⼦申告のメリット④
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（添付省略の対象となる第三者作成書類）
• 給与所得者の特定⽀出の控除の特例に係る⽀出の証明書
• 個⼈の外国税額控除に係る証明書
• 雑損控除の証明書
• 医療費の領収書
• 社会保険料控除の証明書
• ⼩規模企業共済等掛⾦控除の証明書
• ⽣命保険料控除の証明書
• 地震保険料控除の証明書
• 寄附⾦控除の証明書
• 勤労学⽣控除の証明書
• 給与所得、退職所得及び公的年⾦等の源泉徴収票
• オープン型の証券投資信託の収益の分配の⽀払通知書、配当等とみなされる⾦額の⽀払
通知書、上場株式配当等の⽀払通知書

• 住宅借⼊⾦等特別控除に係る借⼊⾦年末残⾼証明書（適⽤2年⽬以降のもの）
• 政党等寄附⾦特別控除の証明書
• 認定NPO法⼈寄附⾦特別控除の証明書
• 公益社団法⼈等寄附⾦特別控除の証明書
• 特定震災指定寄附⾦特別控除の証明書
参考：国税庁 http://www.e-tax.nta.go.jp/toiawase/qa/kakutei/tempu01.htm



（参考）電⼦申告のメリット②
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申告のお知らせのサンプル

法⼈消費税のお知らせ 個⼈のお知らせ



１、各システムの相違点等
EPSON ミロク エッサム ＴＫＣ ＩＣＳ ＪＤＬ 魔⽅陣（ハンド） 達⼈

電⼦申告システム概
要

電⼦申告ソフト集計
⽅式

電⼦申告ソフト集計
⽅式
ただし税法ソフトに
ショートカットメ
ニューあり

電⼦申告ソフト集計
⽅式

電⼦申告ソフト集計
⽅式

電⼦申告ソフト集計
⽅式

電⼦申告ソフト集計
⽅式

電⼦申告ソフト集計
⽅式

電⼦申告ソフト集計
⽅式

番号管理システム
暗証番号も設定可能。
選択で送信画⾯に⾃
動⼊⼒可

デフォルトでの保存
はないが、暗号化保
存も可能

同⼀データベース管
理 別管理 同⼀データベース管

理
暗証番号の管理はな
し

暗証番号の管理はな
し

顧問先データに暗証
番号も設定可能

０円源泉納付書 送信可能 送信可能 送信可能 送信可能 送信可能 送信可能 送信可能 送信可能

特殊科⽬の集計
基本類似科⽬に⾃動
集計。集計設定は可
能

⾃作科⽬についてエ
ラー表⽰
特殊科⽬の取込設定
可能

特定科⽬に⾃動集計。
集計先の科⽬変更は
編集可能

会計ソフトの設定可
能範囲内であれば全
てそのまま連動

ＸＢＲＬ2.0→⾃作科
⽬も変換
ＸＢＲＬ2.1→事前の
取り込み設定が可能

⾃動取込のうえ確認
メッセージ。事前取
込設定はなし。

⾃社会計ソフトなし
類似科⽬に集計され、
該当科⽬のない場合、
取り込み設定にて⼿
作業設定

他の会計システムイ
ンポート

電⼦申告ソフトに直
接インポートは不可。
財務会計の⽅にＣＳ
Ｖでインポート可能

CSVのインポート、主
要市販ソフトのイン
ポートが可能、ただ
し設定が必要

インポート機能なし インポート機能なし インポート機能なし
弥⽣会計の対応はあ
るが、残⾼データを
会計ファイル⼊⼒す
る⽅法が主流

インポート機能なし
弥⽣会計・会計王等
の複数市販ソフトと
の連動あり

エラー情報修正
旧字・⼊⼒不⾜等の
修正はその場で可能。
数値に影響するもの
は元ソフトで修正

各システムでの修正、
電⼦申告ソフト集計
前に各システムでも
エラーチェック

元ソフトで修正
⽂字数オーバー等は
⾃動修正、通常は元
ソフト修正

現状は元ソフト修正
2017年、直接修正対
応予定

元ソフトで修正 元ソフトで修正
電⼦申告プレビュー
画⾯から訂正可能
（誤字・脱字・字数
オーバー等）

マイナンバー管理機
能は別？

電⼦申告ソフトとは
別。ＥＩボード（無
償）で管理

別システム 別システム 別システム（データ
センター） 別システム 別システム 別：電⼦申告等の際

にインポート
別：データ管理の達
⼈ソフト･･･他のアプ
リとの連動あり

システムの価格（ｽﾀﾝ
ﾄﾞｱﾛﾝ） 定価60,000円（別）

5年間ライセンス
64,000（別）

税務システム購⼊者
に無償付与 10,800円（込、年間）64,800円（込） 年間使⽤10,000円

買取の場合80,000円
１ライセンス 25,920
円（込）

電⼦申告の達⼈：年
36,000
データ管理の達⼈：
年49,800円
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２、連動しない会計ソフトと電⼦申告ソフトの対応⽅法等

 会計と税務のシステムが連動している場合、ほぼワンタッチで連動が可能
 魔法陣や達⼈のように⾃社会計ソフトがないシステムの場合や、他社製品で
あっても会計システムと税務システムが違っている場合の対処法は？

1. 仕⽅がないので紙で提出
2. ＣＳＶファイル等に返還した後、税務申告ソフトにイン
ポートして取り込み

3. 税務申告ソフトの⽅で決算書データを打ち込み⼊⼒
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２-１ 仕⽅がないので紙で提出
 そもそも電⼦申告の利点が激減するので意味がない。
 決算書等を電⼦⽂書（PDF等）で添付できないのか？
 国税はPDFで、地⽅税はPDF.DOC.XLS.JPEG等で可能。
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http://www.e-tax.nta.go.jp/tetsuzuki/tetsuzuki6.htm#Link3



２-２ CSVファイルなどでインポート
 数社の税務システムで他の会計ソフトデータのインポートが可能
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NTTデータ「達⼈」の例



２-３ 税務申告システムで打ち込み

 税務申告ソフトの決算書作成画⾯等で、残⾼を⼿⼊⼒
 ５分〜１０分程度の時間を要するが、最終チェックを兼ねる
 会計データの作成者とこの⼊⼒作業者を変えてチェック
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３、利⽤者識別番号と暗証番号の管理⽅法
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▪電⼦申告を始めると、顧問先の数だけ利⽤者識
別番号と暗証番号が増えていく・・。その管理⽅
法は？
① エクセル等で⼀覧表にして管理。

→ 最低限のセキュリティ設定が必要
② パスワード管理ソフトの利⽤



３-１ エクセルファイルのセキュリティ設定
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エクセルの⼀覧表ならば必ずパスワードを設定！

「名前を付けて保存」
（Win10等だとこの前に「その他のオプション」ク
リック）

「ツール」→「全般オプション」

パスワードの設定

ファイルを開けるときにパスワードが要求さ
れる



３-２ パスワード管理ソフトの利⽤
パスワード管理ソフトの利⽤例（ID Manager ）

ログイン時にパスワード⼊⼒

※ マルチデバイスで閲覧可能なパスワード管理ソフトもあるが有償のものが多い

この部分をク
リックすると該
当箇所に署名



４、電⼦申告と連動する電⼦納税制度①
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▪ ダイレクト納付とインターネットバンキングを利⽤する
⽅法があります。

▪ インターネットバンキングを利⽤する⽅法には、登録
⽅式（e-taxソフトを利⽤して納付情報を送信し
てから納付）と⼊⼒⽅式（インターネットバンキン
グで直接情報を⼊⼒）があります。

▪ 登録⽅式では全税⽬（附帯税含む）の納付作
業が可能ですが、⼊⼒⽅式では所得税・法⼈税
等の主要６税⽬のみとなります。
なおeLTAXについても登録⽅式に準じた⽅法で電
⼦納税が可能です。

登録⽅式の⼿順
http://www.e-tax.nta.go.jp/tetsuzuki/tetsuzuki4_2.htm



４、電⼦申告と連動する電⼦納税制度②
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▪ ダイレクト納付は⼿続き可能な⾦融機関を先にご確認くだ
さい。
（http://www.nta.go.jp/tetsuzuki/shinsei/anna
i/nozei-shomei/annai/24100030/kinyu.htm）

▪ ダイレクト納付は事前に「ダイレクト納付利⽤届出書」の提
出が必要です。利⽤が可能となるまで１ヶ⽉程度かかりま
すので、余裕をもって提出を。

▪ ダイレクト納付で期⽇指定をする場合、指定した納付⽇も
しくは納付期⽇の朝に引落しがかかります。必ず残⾼がある
ことをご確認ください。

▪ 対象税⽬は、源泉所得税、法⼈税、消費税、申告所得
税、贈与税、酒税、などですが、納付情報登録（インター
ネットバンキングを利⽤する場合と同様です）をすれば全税
⽬について納付が可能です。なお、徴収⾼計算書データ送
信及び納付情報データ送信については電⼦証明書は不要
です。



５、電⼦⽂書による管理との連動

申告データが電⼦なのに、紙の資料に戻すのは不合理…
電⼦⽂書のメリット
 バックアップ強化、安全＋半永久的保存
 書棚から取り出すことなく⾃席でいつでも閲覧
 すぐに検索ができる
 顧客名簿や業務処理簿にリンクさせて簡単表⽰
 パソコンにＦＡＸがつながっていれば、即時送信
 クラウドデータストレージされていれば、外出先で確認可能
 保管場所、印刷代、郵送代、交通費削減
 （電⼦）申告書控えは「コピー」でなく、原本の再印刷。
 アクセス・閲覧の制限管理がしやすい。
 デメリットも・・・停電に弱い。

18



５-１ デュアルディスプレイ（⼆つのモニタ）
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左に通帳データ、右に会計ソフト
左に会計ソフト、右に内訳書ソフト
左にネットの資料、右にワード
左に財務諸表、右にメールソフト
Ｅｔｃ・・・・



５-２ 管理簿等とのリンク
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例えば業務処理簿

ここをクリックすると、
該当のファイルが開く
仕組みのこと

★ やり⽅はとても簡単
ワードならリンクさせたい⽂章部分を、エクセルならリンクさせたいセル
を選択した状態で右クリック。
⇒ ファイルを選択する画⾯が出るので、リンク先として開きたい
ファイルを選択する。



５-３ クラウドデータストレージの利⽤
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顧問先等の外出先 税理⼠事務所

決算書データその他をクラウドに
バックアップ

クラウドデータ
ストレージサービス

閲覧可能



６、電⼦申告（⽂書）ならではのサービス

申告書が電⼦⽂書化され、⻑期間の保存、速やかな転送と印刷等が可能となるた
め、顧問先に対するサービスが充実します。

【対顧問先には】
 事務所から申告した決算書及びスキャン保存した⽂書等を永久に保存
･･･決算書ひとつでせいぜい数百キロバイト

 決算書・源泉徴収票・その他、いつでも早急にＦＡＸ・メール
 クラウドのデータストレージを共有すれば、メール等の必要すらない。
【事務的には】
 同⼀書類を事務所内で共有・同時の閲覧も可能。
 （ＦＡＸがＰＣと連動していれば）ＦＡＸの送受信も永久保存
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７、電⼦申告した決算書の装飾
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